住宅改修支援事業運営要綱
（趣旨）

第１条　この要綱は、「介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修」（以下「法定住宅改修」という。）及び「宮崎市高齢者等居宅介護住宅改修補助事業」（以下「住宅改修補助事業」という。）の申請書に添付する住宅改修が必要な理由書（以下「理由書」という。）作成の支援費（以下「支援費」という。）の支給について、必要な事項を定めるものとする。

（対象者）

第２条　この事業の対象者は、理由書を作成した介護支援専門員等が所属する事業者とする。

（支援費支給要件）

第３条　市長は、法定住宅改修及び住宅改修補助事業の申請者が、前条の対象者から「居宅介護（介護予防）支援の提供」を受けていない場合は、当該の対象者に対し支援費を支給することができる。

２　前項に規定する「居宅介護（介護予防）支援の提供」の有無については、次表に掲げる区分により判断するものとする。
	住宅改修の種類
	居宅介護（介護予防）支援の提供を判断する月

	法定住宅改修
	本市に法定住宅改修に係る申出書が提出された月

	住宅改修補助事業
	本市に住宅改修補助事業に係る交付申請書が提出された月

	法定住宅改修と住宅改修補助事業の併用
	本市に法定住宅改修に係る申出書及び住宅改修補助事業に係る交付申請書が提出された月


（支援費の支給額）

第４条　支援費の支給額は、住宅改修の申請１件あたり２,０００円とする。なお、法定住宅改修と住宅改修補助事業を併用する申請については、１件の支給額とする。

（支援費の請求）

第５条　第３条に規定する支給要件を満たす対象者が、支援費を請求するときは、請求書（様式第１号）に、住宅改修名簿（様式第２号）を添付して請求するものとする。

２　電子情報処理組織（宮崎市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例（平成２９年条例第３９号）第３条第１項に規定する電子情報処理組織をいう。）を使用する方法により行われた申請等については、前項の規定にかかわらず、同条例第３条並びに宮崎市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例施行規則（平成２９年規則第５８号）第 ４条、第５条及び第６条の規定の例による。
（その他）

第６条　この事業の実施にあたり、この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、市長が別に定める。
　　　附　則（平成１２年１２月２８日決裁）

　この要綱は、平成１３年１月１日から施行する。

　　　附　則（平成１５年４月１日決裁）

　この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。

　　　

附　則（平成２２年６月２８日決裁）
　この要綱は、平成２２年８月１日から施行する。
　　　附　則（令和３年４月１日決裁）
　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
　　　
附　則（令和４年４月１日決裁）
　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
附　則（令和５年１０月３１日決裁）
　この要綱は、令和５年１０月３１日から施行する。
